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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第７期
第２四半期
累計期間

第８期
第２四半期
累計期間

第７期
第２四半期
会計期間

第８期
第２四半期
会計期間

第７期

会計期間

自  平成20年
     ４月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ７月１日
至  平成20年
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成20年
     ４月１日
至  平成21年
     ３月31日

営業収益 (千円) 816,056 535,768 467,154 290,4101,410,919

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 171,998△100,111 150,525△34,232 61,084

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

(千円) 100,084△171,785 88,224 △73,597 26,233

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― ― 1,224,0051,224,0051,224,005

発行済株式総数 (株) ― ― 54,591 54,591 54,591

純資産額 (千円) ― ― 3,366,2903,086,3383,283,708

総資産額 (千円) ― ― 17,533,34011,957,88012,267,198

１株当たり純資産額 (円) ― ― 65,205.0860,697.1764,486.99

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 500

１株当たり四半期(当
期)純利益金額又は四半
期純損失金額(△)

(円) 1,857.08△3,390.641,658.25△1,453.51 497.47

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 1,792.86 ― 1,614.09 ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 19.2 25.7 26.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 41,590 △23,511 ― ― △47,936

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △77,107△146,127 ― ― △107,734

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △264,885△29,448 ― ― △285,063

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,362,1111,022,5421,221,704

従業員数 (名) ― ― 59 56 57

(注) １　当社は四半期連結財務諸表及び連結財務諸表を作成しておりませんので、四半期連結会計期間及び四半期連結

累計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２　営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３　持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

４　第８期第２四半期累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存

在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

５　第７期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

６　従業員数には、使用人兼務取締役は含んでおりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当社は関係会社を有していないため、該当事項はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

　提出会社の状況

平成21年９月30日現在

従業員数(名) 56〔―〕

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数には、使用人兼務取締役は含んでおりません。

３　従業員数欄の臨時従業員（パートタイマー、派遣社員、アルバイトを含む。）の平均雇用人員の記載について

は、当社従業員数の10/100を超えないため省略しております。 　
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第２ 【事業の状況】

１ 【業務の状況】

(1) 顧客口座数

当第２四半期会計期間末における顧客口座数は次のとおりであります。

　
顧客口座数（口座） 前年同四半期末比（％）

外国為替取引口座（個人） 15,760 159.7

外国為替取引口座（法人） 478 113.0

合計 16,238 157.8

(注) 顧客口座数は当第２四半期会計期間末時点の累計口座数で表示しております。

　

(2) 顧客預り勘定残高

当第２四半期会計期間末における顧客預り勘定残高は次のとおりであります。

　 残高（千円） 前年同四半期末比（％）

顧客預り勘定残高 8,726,738 62.2

　

(3) 通貨別取引高

当第２四半期会計期間における実績を取引通貨別に示すと次のとおりであります。 

　
売買金額 前年同四半期比（％）

米ドル／円
（百万ドル）

965.75 58.8

ユーロ／円
（百万ユーロ）

285.84 161.3

ユーロ／米ドル
（百万ユーロ）

18.34 23.5

豪ドル／円
（百万豪ドル）

1,014.39 106.8

ニュージーランドドル／円
（百万ニュージーランドドル）

110.85 38.4

英ポンド／円
(百万英ポンド)

370.60 292.7

香港ドル／円
（百万香港ドル）

80.97 2,726.3

南アフリカランド／円
（百万南アフリカランド）

594.17 88.6

カナダドル／円
（百万カナダドル）

48.31 61.3

豪ドル／米ドル
（百万豪ドル）

6.60 24.5

ニュージーランドドル／米ドル
（百万ニュージーランドドル）

3.49 18.0

(注) １　上記金額は顧客との相対取引による通貨毎の取引高であります。

２　売買金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

(1) 経営成績の定性的分析

　当第２四半期会計期間におけるわが国経済は、第１四半期会計期間と同様に昨年秋以降の急速な景気減

速に底入れ感を示すような経済指標等が出ており、個人消費に持ち直しの動きが出始めつつありますが、

依然、世界的な金融危機の影響や景気の下振れ懸念、国内雇用情勢の一層の悪化等により、まだまだ予断

を許さない状況であります。

　その中にあって外国為替市場は、７月の米ドル／円相場においては、米雇用統計の悪化を契機に世界的

な景気回復期待の後退からリスク回避の円買い戻しの動きが活発化、サミットでの国際的な金融システ

ムの見直し論議も加わると、一時91円台後半まで円高米ドル安が進行いたしました。その後、予想以上の

米主要企業の好決算、住宅関連市況の改善などから景気持ち直し期待が再燃すると、月末にかけて95円台

後半まで円安米ドル高が進行いたしました。８月に入ると、予想外の米失業率の低下を受け、一時97円台

後半まで円安米ドル高が進みましたが、世界的な株価調整の強まりから米景気先行き警戒感による米ド

ルジリ安の流れが変わる気配はなく、月末には日本における政権交代に対する期待の高まりもあって、92

円台半ばまで円高米ドル安が進行いたしました。９月は、株価調整に伴うリスク回避の動きから91円台後

半まで円高が進行、一時米ドル反発局面もありましたが、世界的な株高が米ドルキャリー取引の活発化を

もたらすと米ドル安傾向が鮮明になり、月央には一時90円台前半まで円高が進行いたしました。その後、

日本の大型連休に伴うポジション調整の動きからやや円安に動きましたが、藤井財務相が為替介入への

否定的な発言、円高容認を示唆する発言、さらに、ＦＲＢが超低金利の長期化を示唆するなど、再び円高米

ドル安への圧力が強まり、月後半に88円台前半まで円高が加速した後、第２四半期会計期間末を迎えまし

た。

　米ドル／円以外に目を向けますと、ユーロ／円は、米雇用統計悪化を契機とする世界的な株安を受け円

高ユーロ安に進み、一時127円台を示現いたしましたが、良好なユーロ圏指標、世界的な株高を背景に138

円台後半まで円安ユーロ高が進みました。その後、ユーロ調整色から131円台まで円高ユーロ安を示現す

るも直ぐに135円台半ばまで反発いたしましたが、月後半には米ドル／円と同様に、藤井財務相の介入否

定、円高容認示唆発言等の影響を受け、129円台後半まで円高ユーロ安が加速いたしました。

　このような状況の下、当社においては、金融庁によるＦＸ業界に対する規制強化が導入されるにあたり、

お客様が信頼できる業者の選択として当社を選んでいただいている傾向も感じられ、お客様口座数は第

１四半期会計期間末の14,775口座から16,238口座（対第１四半期会計期間末比9.9％増）へと拡大いた

しました。しかし、業績面に関しては、最悪期を脱して徐々に回復の兆しが表れつつあるものの、前年同四

半期の水準までには回復するに至らず、当第２四半期会計期間における営業収益は290,410千円（前年同

四半期比37.8％減）となりました。営業費用は、引き続き全体的に経費抑制に努めましたが、327,242千円

（前年同四半期比2.0％増）となり、営業損失は36,832千円（前年同四半期は営業利益146,276千円）と

なりました。経常損失は、営業外収益に3,938千円、営業外費用に1,339千円計上した結果、34,232千円（前

年同四半期は経常利益150,525千円）となりました。また、四半期純損失は73,597千円（前年同四半期は

四半期純利益88,224千円）となりました。
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(2) 財政状態の分析

平成22年３月期の第１四半期会計期間末から第２四半期会計期間末までの財政状態の主な変動としま

しては、総資産については、第１四半期会計期間末と比べ、360,906千円減少し、11,957,880千円となりま

した。これは主に、流動資産のうち現金及び預金が127,030千円、分別管理信託が253,508千円減少したた

めであります。

　負債総額は、第１四半期会計期間末と比べ、285,497千円減少し、8,871,541千円となりました。これは主

に、流動負債のうち本社移転が完了したことにより本社移転費用引当金が48,562千円減少したこと、顧客

預り勘定が246,232千円減少したためであります。

　純資産額は、第１四半期会計期間末と比べ、75,409千円減少し、3,086,338千円となりました。これは主

に、四半期純損失を計上したことにより利益剰余金が73,597千円減少したためであります。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の四半期末残高は、第

１四半期会計期間末と比較して、135,791千円の減少となり、残高は1,022,542千円（前年同四半期末の残

高は1,362,111千円）となりました。当第２四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその

要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、第１四半期会計期間と同様に、お客様の取引状況に徐々に回復

の兆しが表れつつも、本格的な回復とまでは至らなかったこと等により、税引前四半期純損失を37,486千

円計上したこと、減価償却費を22,506千円計上したこと、本社移転完了に伴い本社移転費用引当金が

48,562千円減少したこと、また、前払費用が40,222千円増加したこと、さらに、法人税等の還付額が56,753

千円であったこと等により、9,254千円の減少（前年同四半期は130,313千円の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、本社移転及び設備投資等に伴う有形固定資産の取得並びに無

形固定資産の取得にそれぞれ40,968千円、43,703千円の支出、そして、新本社に伴い必要な差入保証金の

差入により39,476千円の支出が発生したこと等により、124,167千円の減少（前年同四半期は35,097千円

の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式の取得による支出により、2,318千円の減少（前年同

四半期は128,408千円の減少）となりました。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当社は、当第２四半期会計期間中において本社を移転いたしました。そのため、当第２四半期会計期間

末における主要な設備の状況は以下のとおりです。

　

事業所名
(所在地)

設備の内容
帳簿価額(千円)

従業員数
(名)

建物
工具、器具
及び備品

ソフト
ウェア

その他 合計

本社
(東京都中央区)

本社機能等 28,73229,401 ― 914 59,048 27

Ｍ２Ｊ
ベイスクエア
（東京都江東区）

サーバー
オンライン取引システム等

80,90051,005168,331 389 300,62629

(注) １　金額には消費税等は含まれておりません。

２　従業員数には、臨時従業員２名は含まれておりません。

３　Ｍ２Ｊベイスクエアの「ソフトウェア」には「ソフトウェア仮勘定」49,575千円が含まれております。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第１四半期会計期間末に計画中であった、本社移転につきましては、当第２四半期会計期間中に完了い

たしました。なお、これに伴う変更後の設備の状況は、「(1) 主要な設備の状況」に記載のとおりであり

ます。

　また、当第２四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の計画及び除却等の計画はありませ

ん。

　

　

　

EDINET提出書類

株式会社マネースクウェア・ジャパン(E03749)

四半期報告書

 7/28



第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 203,615

計 203,615

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成21年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成21年11月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 54,591 54,591

大阪証券取引所
（ニッポン・ニュー・
マーケット－「ヘラク
レス」）

当社は、単元株制度を採
用しておりません。

計 54,591 54,591 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。　　　　

第５回新株予約権

平成17年12月２日開催　臨時株主総会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成21年９月30日)

新株予約権の数（個） 5,700

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　（注）６

新株予約権の目的となる株式の数（株） 5,700

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間 平成19年12月21日から平成27年12月１日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　50,000
資本組入額　25,000

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により調整するものとする。但し、かかる調整は新株予

約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じ

る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

　
　　　　　　調整後株式数　＝　調整前株式数　×　分割・併合の比率 
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２　時価を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により払込価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

　

　
　

　調 整 後
　払込価額

　
　
＝

　
　

調 整 前
払込価額

　
　
×

　
 既発行
 株式数

　
＋

新規発行または
処分株式数

×
１株当たり払込金額
または処分価額

時　価

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１

分割・併合の比率

３　権利行使請求期間の最終日が銀行休業日に当たる場合は、その前営業日に最終日を繰り上げる。 

４　新株予約権の行使条件（払込価額及び行使期間を除く）

①　各新株予約権の一部行使はできないものとする。

②　その他の権利行使の条件は、新株予約権割当契約により定める。

５　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件 

なし 

６　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりません。

　

会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

第７回新株予約権

平成20年６月27日開催　定時株主総会決議

　
第２四半期会計期間末現在
(平成21年９月30日)

新株予約権の数(個)
958
 

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式　（注）７

新株予約権の目的となる株式の数(株)
958
 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 65,310

新株予約権の行使期間 平成22年８月６日から平成30年６月26日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　65,310
資本組入額　32,655

新株予約権の行使の条件 （注）４

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権を他に譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)６

(注) １　会社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により調整するものとする。但し、かかる調整は新株予

約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じ

る１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。

　
調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率

　
２　時価を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により払込価額を調整し、

調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。

　

調 整 後
行使価額

＝
調 整 前
行使価額

×

既発行株式数＋
新株発行株式数×１株当たり払込価額

時価

既発行株式数＋新株発行株式数
　
　

また、株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、１円未満の端数は切り上げる。
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調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

　
３　行使期間の最終日が会社の休日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。

４　新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、権利行使時において、当社または当社の関係会社の取締役、監査役もしくは従業員の

　　地位にあることを要す。ただし、取締役、監査役が任期満了により退任した場合、または従業員が定年

　　により退職した場合にはこの限りではない。また、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこ

　　の限りでない。

②　新株予約権の相続はこれを認めない。

③　その他権利行使の条件は、新株予約権割当契約書に定めるところによる。

５　会社が新株予約権を取得することができる事由及び取得の条件

①　新株予約権者が新株予約権の行使の条件に該当しなくなった場合は、当該新株予約権を無償で取得する

　　ことができる。

②　当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が完全子

　　会社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転計画承認の議案が当社株主総会で承認された場

　　合は、当社は新株予約権を無償で取得することができる。

６　組織再編を実施する際の新株予約権の取扱い

組織再編に際して定める契約書または計画書等に、以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定め

た場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。

①　合併（当社が消滅する場合に限る。）

　　合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

②　吸収分割

　　吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社

③　新設分割

　　新設分割により設立する株式会社

④　株式交換

　　株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤　株式移転

　　株式移転により設立する株式会社

７　権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。なお、単元株制度は採用しておりません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月30日 ― 54,591 ― 1,224,005― 1,129,005
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(5) 【大株主の状況】

　 　 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

山本　久敏 東京都港区 9,564 17.52

相葉　斉 東京都港区 3,694 6.77

大椋　正男 東京都新宿区 2,300 4.21

渡邊　悟 埼玉県さいたま市南区 1,327 2.43

バンク　ジュリアス　ベア　アンド
　カンパニー　リミテッド
 

Bahnhofstrasse 36, P.O.BOX 8010, CH-8001
Zurich, Switzerland

1,154 2.11

リーマン　ブラザーズ　バンクハ
ウス　エージー　1007430

Rathenauplatz 1,60313 Frankfurt, Germany1,029 1.88

青木　仁志 東京都港区 1,028 1.88

小倉　啓満 東京都目黒区 1,000 1.83

有限会社啓尚企画 東京都目黒区碑文谷３－８－１ 1,000 1.83

シービーホンコン　ケージーアイ
　アジア　リミテッド－セグリゲ
イテッド　アカウント

27/F Asia Pacific Finance Tower,
Citibank Plaza, 3 Garden Road, Hong Kong

997 1.83

計 ― 23,093 42.30

(注)  当社は、自己株式4,000株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合7.33％）を保有しておりますが、当該自己

株式には議決権がないため、上記の「大株主の状況」からは除外しております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
自己株式　4,000

―
権利内容に何ら限定のない 
　当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式　50,591 50,591
権利内容に何ら限定のない
　当社における標準となる株式

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 54,591 ― ―

総株主の議決権 ― 50,591 ―

(注)　「完全議決株式（その他）」欄の株式数には証券保管振替制度による失念株式７株が含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同制度による失念株式に係る議決権の株７個が含まれております。

　

② 【自己株式等】

　平成21年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社マネースクウェ
ア・ジャパン

東京都中央区京橋二丁目
５番18号

4,000 ― 4,000 7.33

計 ― 4,000 ― 4,000 7.33

　
　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月 ５月 ６月 ７月

　
８月

　
９月

最高(円) 23,25027,60026,70024,84024,33024,000

最低(円) 19,50020,50023,02020,90021,82021,500

(注)　株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」におけるものであります。

　
　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第２四

半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期累計期間（平成21年４月

１日から平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

　２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間（平成20年７月１日

から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）

に係る四半期財務諸表並びに当第２四半期会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び

当第２四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期財務諸表について、

あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。

　

　３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,423,191 2,640,945

分別管理信託 ※1
 8,863,778

※1
 8,996,339

前払費用 57,861 20,635

繰延税金資産 26,175 －

その他 28,582 58,039

流動資産合計 11,399,589 11,715,959

固定資産

有形固定資産 ※2
 190,040

※2
 206,466

無形固定資産 169,245 132,669

投資その他の資産

投資有価証券 123,138 125,921

長期前払費用 389 643

差入保証金 68,035 77,960

繰延税金資産 15,840 14,886

その他 354 318

投資損失引当金 △8,754 △7,627

投資その他の資産合計 199,004 212,103

固定資産合計 558,290 551,239

資産合計 11,957,880 12,267,198
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（単位：千円）

当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

未払金 122,184 92,817

未払法人税等 4,216 4,166

顧客預り勘定 ※3
 8,726,738

※3
 8,875,364

繰延税金負債 － 2,563

ポイント引当金 11,468 －

その他 6,933 8,578

流動負債合計 8,871,541 8,983,490

負債合計 8,871,541 8,983,490

純資産の部

株主資本

資本金 1,224,005 1,224,005

資本剰余金

資本準備金 1,129,005 1,129,005

資本剰余金合計 1,129,005 1,129,005

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 873,890 1,071,066

利益剰余金合計 873,890 1,071,066

自己株式 △151,570 △147,548

株主資本合計 3,075,330 3,276,528

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,599 △1,879

評価・換算差額等合計 △4,599 △1,879

新株予約権 15,608 9,058

純資産合計 3,086,338 3,283,708

負債純資産合計 11,957,880 12,267,198
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(2)【四半期損益計算書】
【第２四半期累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益

トレーディング損益 816,056 535,768

営業収益計 816,056 535,768

営業費用

販売費及び一般管理費合計 ※1
 651,387

※1
 640,754

営業利益又は営業損失（△） 164,669 △104,985

営業外収益

受取利息 8,171 4,663

法人税等還付加算金 － 1,547

その他 5 21

営業外収益合計 8,176 6,232

営業外費用

支払利息 － 187

投資損失引当金繰入額 － 1,126

その他 848 44

営業外費用合計 848 1,358

経常利益又は経常損失（△） 171,998 △100,111

特別損失

固定資産除却損 － 774

固定資産臨時償却費 － ※2
 48,808

本社移転費用 － 51,042

特別損失合計 － 100,625

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 171,998 △200,737

法人税、住民税及び事業税 65,224 680

法人税等調整額 6,689 △29,631

法人税等合計 71,913 △28,951

四半期純利益又は四半期純損失（△） 100,084 △171,785
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【第２四半期会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

営業収益

トレーディング損益 467,154 290,410

営業収益計 467,154 290,410

営業費用

販売費及び一般管理費合計 ※1
 320,878

※1
 327,242

営業利益又は営業損失（△） 146,276 △36,832

営業外収益

受取利息 5,092 2,369

法人税等還付加算金 － 1,547

その他 5 21

営業外収益合計 5,097 3,938

営業外費用

支払利息 － 187

投資損失引当金繰入額 － 1,126

その他 848 25

営業外費用合計 848 1,339

経常利益又は経常損失（△） 150,525 △34,232

特別損失

固定資産除却損 － 774

本社移転費用 － 2,479

特別損失合計 － 3,253

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 150,525 △37,486

法人税、住民税及び事業税 64,884 340

法人税等調整額 △2,583 35,770

法人税等合計 62,300 36,110

四半期純利益又は四半期純損失（△） 88,224 △73,597
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

171,998 △200,737

減価償却費 37,619 42,692

固定資産除却損 － 774

固定資産臨時償却費 － 48,808

株式報酬費用 2,294 6,549

投資損失引当金の増減額（△は減少） － 1,126

受取利息 △8,171 △4,663

支払利息 － 187

ポイント引当金の増減額（△は減少） － 11,468

為替差損益（△は益） △124 75

分別管理信託の増減額（△は増加） △1,611,438 151,152

前払費用の増減額（△は増加） 5,069 △37,226

未払金の増減額（△は減少） 14,148 23,426

顧客預り勘定の増減額（△は減少） 1,604,404 △148,625

その他 △12,171 21,668

小計 203,629 △83,322

利息の受取額 7,072 4,907

利息の支払額 － △187

法人税等の支払額 △169,111 △1,661

法人税等の還付額 － 56,753

営業活動によるキャッシュ・フロー 41,590 △23,511

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △1,500,000

定期預金の払戻による収入 － 1,500,000

有形固定資産の取得による支出 △16,019 △41,176

無形固定資産の取得による支出 △62,244 △65,438

差入保証金の差入による支出 － △39,476

差入保証金の回収による収入 1,192 －

その他 △36 △36

投資活動によるキャッシュ・フロー △77,107 △146,127

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 100,000

短期借入金の返済による支出 － △100,000

配当金の支払額 △134,584 △25,386

自己株式の取得による支出 △130,301 △4,061

財務活動によるキャッシュ・フロー △264,885 △29,448

現金及び現金同等物に係る換算差額 124 △75

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △300,278 △199,162

現金及び現金同等物の期首残高 1,662,390 1,221,704

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,362,111

※1
 1,022,542
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【継続企業の前提に関する事項】
　

当第２四半期会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

　

【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第２四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

　

【表示方法の変更】
　

当第２四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)及び当第２四半期会計期間（自　平

成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

　

【簡便な会計処理】
　

当第２四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】
　

当第２四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

該当事項はありません。

　

　

【追加情報】
　

当第２四半期累計期間
（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

ポイント引当金

  当社は、第１四半期会計期間より顧客向けポイントプログラムをスタートいたしました。そのため、第１四半期会計期

間より顧客の利用実績に基づき将来利用すると見込まれる額を「ポイント引当金」として計上しております。これによ

り、当第２四半期累計期間の営業損失、経常損失及び税引前四半期純損失がそれぞれ11,468千円増加しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

※１　分別管理信託 

　外国為替証拠金取引に係る顧客から受け入れた取引証拠

金等を分別保管するため、信託銀行と外為証拠金分別管理

信託契約を締結しております。

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額

 　　　　　　　　　　　　　　　　 122,928千円

 

※３　顧客預り勘定 

　顧客との外国為替証拠金取引により発生するものであ

り、顧客から受け入れた取引証拠金に顧客の損益を含めた

残高で表示しております。 

　なお、顧客預り勘定の内訳は下記のとおりであります。 

預り証拠金 12,863,995千円

確定損益未受渡分 7,942千円

未決済残高評価損益 △4,145,199千円

顧客預り勘定　合計 8,726,738千円

※１　　　　　　　　　同　左

　

 

 

※２　有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　129,238千円

 

※３　顧客預り勘定

　顧客との外国為替証拠金取引により発生するものであ

り、顧客から受け入れた取引証拠金に顧客の損益を含めた

残高で表示しております。

　なお、顧客預り勘定の内訳は下記のとおりであります。

預り証拠金 13,235,778千円

確定損益未受渡分 25,556千円

未決済残高評価損益 △4,385,969千円

顧客預り勘定　合計 8,875,364千円

　

　

　

(四半期損益計算書関係)

第２四半期累計期間

　
 前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
  至　平成20年９月30日)

 当第２四半期累計期間 
(自　平成21年４月１日 
　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 48,680千円

給与手当 155,725千円

広告宣伝費 136,022千円

減価償却費 37,619千円

支払報酬 43,413千円

地代家賃 46,711千円

　 　
　 　

 
―――――――――――

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 47,456千円

給与手当 157,416千円

広告宣伝費 72,864千円

ポイント引当金繰入額 11,468千円

減価償却費 42,692千円

支払報酬 68,911千円

地代家賃 53,250千円

　 　

 

※２　固定資産臨時償却費

　平成21年９月に行われた本社の移転に伴い、旧本社

における建物等の臨時償却を行ったものであり、内容

は次のとおりであります。

建物 43,139千円

工具、器具及び備品 5,422千円

ソフトウェア 246千円

合計 48,808千円
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第２四半期会計期間

　
 前第２四半期会計期間
(自　平成20年７月１日
  至　平成20年９月30日)

 当第２四半期会計期間 
(自　平成21年７月１日 
　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 24,510千円

給与手当 78,683千円

広告宣伝費 53,818千円

減価償却費 20,793千円

支払報酬 23,635千円

地代家賃 23,311千円

 
 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 25,230千円

給与手当 78,531千円

広告宣伝費 37,955千円

ポイント引当金繰入額 4,008千円

減価償却費 22,506千円

支払報酬 31,571千円

地代家賃 29,938千円

 

　
　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前第２四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日)

 当第２四半期累計期間 
(自　平成21年４月１日 
　至　平成21年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,741,977千円

外国為替証拠金取引顧客分別金 △123,022千円

分別管理信託（自己勘定） 243,156千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,500,000千円

　現金及び現金同等物 1,362,111千円
 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,423,191千円

外国為替証拠金取引顧客分別金 △27,492千円

分別管理信託（自己勘定） 126,842千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,500,000千円

　現金及び現金同等物 1,022,542千円

 

　
　

(株主資本等関係)

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平

成21年９月30日）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 54,591

　

２．自己株式に関する事項

株式の種類 当第２四半期会計期間末

普通株式(株) 4,000

　

３．新株予約権等に関する事項

新株予約権の内訳 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期会計期間末残高

(千円)

第５回新株予約権 普通株式 5,700 ―

第７回新株予約権（注）２ 普通株式
958
 

15,608

合計 6,658 15,608

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　権利行使期間が到来しておりません。
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４．配当に関する事項

　　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日
定時株主総会

普通株式 25,390 500.00平成21年３月31日 平成21年６月29日 利益剰余金

　

　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

　力発生日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

通貨関連

当第２四半期会計期間末（平成21年９月30日）

対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当該

取引の契約額その他の金額に前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　

顧客とのデリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（千円）

種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

外国為替証拠金取引 　 　 　 　

　売建 33,758,591 ― 29,868,653 3,889,938

　買建 8,735,310 ― 8,990,571 255,260

合計 ― ― ― 4,145,199

(注) １　顧客との未決済の外国為替証拠金に係る上記評価損益については、四半期貸借対照表において顧客預り勘定に

含めて表示しております。

２　時価の算定方法　第２四半期会計期間末の直物為替相場により算定しております。

　

カウンターパーティーとのデリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

（千円）

種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

為替予約 　 　 　 　

　売建 26,019,181 ― 26,023,762 △4,580

　買建 47,208,208 ― 47,251,221 43,012

合計 ― ― ― 38,431

(注) １　カウンターパーティーとのカバー取引は分別管理信託において実施されており、上記評価損益については、四

半期貸借対照表において分別管理信託に含めて表示しております。

２　時価の算定方法　第２四半期会計期間末の直物為替相場により算定しております。
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(ストック・オプション等関係)

当第２四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

１．費用計上額及び科目名

　　　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　　　　　　　　　　　3,152千円

　

２．付与したストック・オプションの内容

　　　該当事項はありません。

　

　

(持分法損益等)

関連会社に関する事項

前第２四半期会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）及び前第２四半期累計期間（自 平

成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

　

当第２四半期会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）及び当第２四半期累計期間（自 平

成21年４月１日　至　平成21年９月30日） 

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。

　

開示対象特別目的会社に関する事項

当第２四半期累計期間（自 平成21年４月１日　至　平成21年９月30日） 

当社は、開示対象特別目的会社を有しておりませんので、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

　 　

　 60,697.17円
　

　 　

　 64,486.99円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期会計期間末
(平成21年９月30日)

前事業年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 3,086,338 3,283,708

普通株式に係る純資産額(千円) 3,070,730 3,274,649

差額の主な内訳(千円) 　 　

  新株予約権 15,608 9,058

普通株式の発行済株式数(株) 54,591 54,591

普通株式の自己株式数(株) 4,000 3,811

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株) 50,591 50,780

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第２四半期累計期間

　
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1,857.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額1,792.86円
　

１株当たり四半期純損失金額 3,390.64円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純
損失であるため、記載しておりません。

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成20年４月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 100,084 △171,785

普通株式に係る四半期純利益(千円) 100,084 △171,785

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 54,591 50,665

四半期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(株)
　新株予約権

 
1,233

 
―

普通株式増加数(株) 1,233 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

平成20年６月27日定時株
主総会決議ストックオプ
ション（新株予約権の数
990個）普通株式990株

―

　

EDINET提出書類

株式会社マネースクウェア・ジャパン(E03749)

四半期報告書

24/28



第２四半期会計期間

　
前第２四半期会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1,658.25円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額1,614.09円
　

１株当たり四半期純損失金額 1,453.51円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ
いては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純
損失であるため、記載しておりません。

　

(注)  １株当たり四半期純利益金額又は純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成20年７月１日
至  平成20年９月30日)

当第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 88,224 △73,597

普通株式に係る四半期純利益(千円) 88,224 △73,597

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 54,591 50,634

四半期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(株)
　新株予約権

 
68

―

普通株式増加数(株) 68 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前事業年度末から重要な変動が
ある場合の概要

平成20年６月27日定時株
主総会決議ストックオプ
ション（新株予約権の数
990個）普通株式990株

―

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２ 【その他】

　

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

株式会社マネースクウェア・ジャパン

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　筆　　野　　　　　力　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　　　　量　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社マネースクウェア・ジャパンの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第７期事業年度の第２四

半期会計期間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成20年４月１日か

ら平成20年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マネースクウェア・ジャパンの平成20年９月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに

第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年11月13日

株式会社マネースクウェア・ジャパン

取締役会  御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　筆　　野　　　　　力　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　　　　量　　㊞

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社マネースクウェア・ジャパンの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第８期事業年度の第２四

半期会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マネースクウェア・ジャパンの平成21年９月

30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに

第２四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 
(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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